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1.は　じ　め　に

大きな接触圧力を伴う転がり接触面には,接触面が平

滑であっても,接触を繰り返すうちに周期的な表面の変

形が生じることがある.この現象はコルゲ-ションと呼

ばれており(波状摩耗とも呼ばれることもある),鉄道

レールや各種産業機械のローラなどに発生がみられ,騒

普,振動問題を引き起こすだけでなく,機械そのものの

機能を損う場合もあり,その対策が望まれている.

コルゲ-ションの発生･成長機構については,古くか

ら種々の説が提案されてきたが,コルゲ-ションの波長

や接触面内のすべり,変形の原因など,複数の現象が複

雑にからみあっており,明快な対策はいまだに得られて

いないようである.そこで,著者のひとりは,コルゲ-

ションの発生･成長は,接触面内の振動現象に密接な関

係があることに着目し,自励振動の安定問題ととらえて,

コルグ-ションの成長･減衰機構を解明してきた1)～4).そ

の揺果, 2つの鋼製車輪をすべりなく転がり接触させる

実験において,比較的大きな-ルツ応力の下で塑性変形

が原因で生じるコルゲ-ションについては,振動系の固

有振動数や転がり速度を変えることによって,その成

長･減衰や発生するコルグ-ションの波長を,ある程度

自由に制御できるようになってきた5).

一方,コルゲ-ションの防止という観点によるコル

グ-ションの制御には,振動系の減衰作用,特に接触面

内で生じる接触振動にかかわる減衰作用を大きくすれば

効果があることも,理論検討によりわかってきた6ト7).

本研究は,この接触振動の減衰を,接触面の材質に著

者の一部によって開発された鉄,ニッケル,マンガンか

らなる制振合金8)を用いて実現し,コルゲ-ションの発

生･成長に与える減衰作用の影響を実験的に検討したも

のである.このような試みは従来行われていない.

2.振動系減衰作用のコルゲ-ションに対する影響

図1に示すコルゲ-ションの成長･減衰モデル2)を用

いると,コルグ-ションの成長を防止するためには, 1

回の接触における車輪の振動に伴う表面の変形量の変動

が,コルゲ-ションに対して,形状の振幅を増大させな

いような振幅･位相関係であればよい.すなわち,変動

の振幅を抑えること,位相差が大きいことが必要である.

xn : Displacement vector in n -th contact

y,2 : Deformation vector in n-th contact

zn : Surface profile vector in n-th contact

図1　コルグ-ションの成長･減衰モデル2)
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図2　振動系の減衰がコ)i,ゲ-ション成長度に与える影響7'(Ec-C/(2偏),ER-CR/(2√石万言)

振動系の固有振動数を変化させれば,コルゲ-ションの

波長と速度から定まるコルグ-ションの振動数との大小

関係より,成長･減衰条件が定まることになる.

接触面内の振動の減衰作用が大きければ,同様の理由

により変形量の変動振幅の減少と位相差増大を招き,コ

ルグ-ションの成長を抑えやすくなる.図2に, 3通り

の減衰比での,コルゲ-ションと固有振動の振動数比を

横軸にとって,コルゲ-ションの成長度(zn../zn)を計

算した結果7)を示す.変形過程,接触剛性を線形化した図

3の振動系モデルを用いており,本実験と同様軌条輪が

剛支持の場合である.等価接触剛性に並列に作用する減

衰作用が大きいと,コルゲ-ションの成長は抑えられる

可能性があることがわかる.一方,軌条輪支持の減衰を

高めても大きな効果は得られない.

そこで,コルゲ-ションの成長を抑えるという観点か

らは,値を設定しやすい支持系の減衰ではなく,接触面

内の振動に直接作用する減衰要素を大きくする必要があ

る.これは,材料の減衰特性に依存するから,制振性の

高い材料を用いれば実現できる.すなわち,制振材料に

よってコルゲ-ションの成長を抑制できる可能性がある

ことになる.

3.使用した制振合金

構造物の制振,騒音の防止という観点から,制振性の

高い材料が検討されている.構造材料として用いるため

には,材料の強度が重要となる.ところが,図4に示す

ように,一般的に金属材料は強度が上昇するほど制振特

性は低下する.いわゆる制振鋼板では圧縮応力下では制

振機構が作用せず,磁歪効果を利用した強磁性タイプの

制振合金でも磁場の作用で制振効果が損われるという欠

点を持っている.一方,著者の一部が開発したFe16Ni

図3　振動系のモデル
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図4　金属材料の強度と制振性の関係(開発したFe-6Ni
-14Mn合金(★印)の制振性を文献9)のグラフ上に示し

た. ●:鉄鋼材料, ○:非鉄材料,ロ:防振合金材料)

-14Mn合金は,通常の炭素鋼やステンレス鋼並みの強度

を持ちながら,歪を与えることによって,優れた制振特

性を示し,従来の鉄系制振合金をしのぐ減衰特性を持た

せることに成功した8).すなわち,対数減衰率でステンレ
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ス鋼の約10倍程度の制振効果を達成できる(図4).

4.実験装置と実験条件

図5にコルゲ-ション生成に対する実験装置の概要を

示す.直径100mmの車輪と160mmの軌条輪が円筒接触

状態で転がり接触する構造となっている.本実験では,

上下振動とコルグ-ションの関係を調べるのが目的であ

るため,運動の自由度は車輪の回転と上下方向以外は拘

束してある.また,車輪を駆動し,軌条輪は従動するが,

アタックアングルは設けていないため,接触面内のすべ

りはほとんどない.各車輪の振動および接触面の形状は

渦電流式非接触変位計を用いて連続的に測定した.実験

装置の詳細については,文献5)に詳述してある.

従来の実験では,鉄道レールと車輪を想定したため,

車輪の材質は実際の鉄道車輪に準じたSCM435を用いて

いる.本研究では,レールに相当する軌条輪に制振合金

を用いた.従来の実験では,表面の変形を促すように軟

鋼S20Cを用いてきた.制振合金は,軟鋼S20Cよりも制振

特性だけでなく,強度も高いという優れた特性を持って

いる.そこで,強度の影響を排除し,減衰作用の影響の

みを比較するため,従来の軟鋼車輪に代って,強度が制

振合金とほぼ等しいステンレス鋼SUS316を車輪の材質

とした場合についてのコルゲ-ション生成実験も行った.

ステンレス鋼の減衰性は制振合金の約1/10である.

軌条輪の幅は, S20Cでは1.99mmであったが,制振合金

およびステンレス鋼では強度を考慮して1.4mmおよび

1.0mmとした.車輪荷重は44.5kg,軌条輪の支持剛性は,

軌条輪単体の上下振動固有振動数が159.53Hzとなるよ

うな高剛性の条件とした.これは,コルゲ-ションの成

長度が大きくなる条件である8).また,車輪回転速度は

1.9m/Sとし,本実験装置で実現しうる最高速度とした.

5.実験結果と考察

5.1　ステンレス製軌条輪による実験

現在までに,制振合金製軌条輪において9回,ステン

レス製軌条輪において3回のコルゲ-ション生成実験を

行った.ステンレス鋼については,いずれの実験でも接

触幅にかかわらず,従来の軟鋼S20Cを軌条輪に用いた実

験同様,顔著なコルゲ-ションが発生した.幅1.0mmの

軌条輪上に発生したコルゲ-ションの波形および車輪の

振動波形(250rev.)の一例を図6に示す.この実験で

は,実験直後より,うなり音を伴う43Hzおよび1000Hz程

度の上下振動が顕著となり,コルグ-ションが発生した.

発生したコルゲ-ションの波長は,振幅が大きいもの

については波長約44mmであり,これは,従来の実験同

樵,図3の振動モデルにおける達成1次の振動数に依存

するものと考えられる.

今回の実験では,振幅が微小で約2 mm程度の短い波

長のコルゲ-ションも同時に発生した.図6のコルゲ-

ション波形では振幅が微小なためその存在は理解しにく

いが,目視では,はっきりとしま模様が確認できる(図

6の写真).図6の上下振動における高周波振動成分に対

応するものと考えられる.このコルゲ-ションについて

は,従来の軟鋼S20Cを用いた実験では発生が顕著に見ら

れなかったが,振動系の低減衰により顕著に発生したと

も考えられる.発生機構については,従来発生が無いた

め,現在検討中であるが,顕著な上下振動を伴っている

こと,摩耗粉はほとんど観察されないことから,変形の

原因は塑性変形が支配的と考えられ,長波長コルグ-

ションと同様な機構と考えられる.この振動モードは,

簡単なモーダルアナリシスより,接触点を支点とした車

輪軸と車輪支持板の曲げ振動を主体とするものと考えら

れる.

5. 2　制撮合金製軌条輪による実験

一方,制振合金については,幅1.4mmでは,予測どお

りコルゲ-ションの発生はまったく見られず,実験中の

振動も小さく,転勤音も静かであった.この条件では,

最大17000回転させても変化は見られなかった.ステンレ

図5　実験装置の概要
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図6　ステンレス鋼(SUS316)製軌条輪による実験結果(幅

1.0mmの250rev.におけるコルゲ-ション形状,車輪振

動,幅1.4mmのコルグ-ション発生後の表面写真)

ス鋼および軟鋼では1000回転未満でコルゲ-ションが発

生することから,制振合金はコルゲ-ションの発生に対

して,十分抑止効果があることになる.

面圧の高くなる幅1.0mでも同様に顔著なコルゲ-

ションの発生は見られなかった.図7は, 6916回転後の

幅1.0mmの制振合金製軌条輪の表面形状と, 6000rev.付

近の車輪振動波形であり,図6のステンレス鋼での実験

のような周期的な挙動は全く見られない.しかし,一部

の実験ではステンレス鋼での短波長のコルゲ-ションに

対応する高周波振動が表れ,ほとんど確認できない程度

の寛点が表面につくことはあった.

幅1.4mmおよび1.0mmにおいて,周期的な変形はなく

ても,接触面の淵がだれる塑性流は観察された.よって,

ステンレス鋼と同等の強度であることから,変形は生じ

るが,コルゲ-ションには至らないことになる.

5.3　今後の検討課題

制振合金の材料単体での減衰性は,振幅や周波数にも

依存する.そのため,実験装置に組み込んだ状態での,

コルゲ-ションの周波数帯域と振幅における車輪振動の

減衰率の値が実際には重要になる.よって,振動系にお

ける減衰率の同定を現在検討中である.実験では,高周

波の微小振幅の振動が制振合金においても発生したため,

このような条件での制振性は必ずしも優れないという特

性8)を裏付けることになる.

また,理論検討では,すでに発生したコルゲ-ション

が成長するか減衰するかという安定条件を求めており,

本実験でのコルゲ-ションの発生の有無との対応が必ず

しも明確ではない.この点や,加工硬化の影響を考慮し

た検討も必要であろう.

6.結　　　　　盲

汎八/v叫J
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図7　制振合金(Fe-6Ni-14Mn)製軌条輪による実験結果(幅

1.0mmの実験後の形状と6000rev.での車輪振動:コル

ゲ-ションの発生は見られない)

の上下方向接触振動を防止するように減衰要素を作用さ

せると,コルゲ-ションの成長は抑制される.この高減

衰を得るために,炭素鋼並みの強度を有しながら,優れ

た制振特性を持つ新しい制振合金を軌条輪に用い,実験

を行った.強度はほぼ等しいが制振性の劣るステンレス

鋼では激しいコルゲ-ションが発生したのに対し,理論

から予測されたように,制振合金上には顕著なコルグ-

ションの発生は見られなかった.すなわち,制振合金に

よるゴ妾触面内の振動減衰によって,コルグ-ションの発

生を抑制できる可能性があることが,実験的に確かめら

れた.
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